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（事業の目的）

第 1 条 社会福祉法人 慈永会が行なう地域密着型特別養護老人ホーム宍戸苑（以下「事

業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要介

護者が事業所に入所し、要介護者及びその家族の福祉の向上を図ることを目的とする。

（基本方針）

第 2 条 事業所は、施設サービス計画に基づき、可能な限り居宅における生活への復帰  

を念頭において、入浴、排泄、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与

その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行なうことにより、

入所者がその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるようにすること

を目指す。

２ 事業所は、入所者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場にたって施設サービス

を提供するように努める。

３ 事業所は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を

行なう。

４ 事業所は、市町村（特別区を含む。）、居宅介護支援事業者（居宅介護支援事業を行な

う者をいう。）、居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行なう者をいう。）、他の介護

保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に

努める。

（運営の方針）

第 3 条 事業所は、事業の適正かつ円滑な運営を図るため、介護保険法、老人福祉法、

介護保険法施行規則及び厚生労働省令の人員、設備及び運営基準に沿って事業を運営す

る。

（事業所の名称）

第 4 条 事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。

  名 称  地域密着型特別養護老人ホ－ム 宍戸苑

  所在地  茨城県笠間市橋爪４６２番地の１

（従業員の職種、員数、及び職務内容）

第５条 事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は次の通りとする。

１  施設長（管理者）        １名

    （イ）事業所を代表し、職員の管理及び業務の管理にあたる。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

２  医 師             2 名

    （イ）入所者の診療及び施設の保健衛生の管理指導にあたる。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。
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３  介護支援専門員         １名以上とする。

    （イ）施設サービス計画の作成に関する業務を行なう。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

４  生活相談員           １名以上とする。

    （イ）入所者の入退所、生活相談及び処遇の企画、立案、実施に関する業務を行

       なう。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

５  介護職員、看護職員       ６名以上とする。

    （イ）介護職員  入所者の日常生活の介護及び援助業務に従事する。

    （ロ）看護職員  医師の診療補助及び医師の指示を受けて入所者の看護、施設

            の保健衛生業務にあたる。

    （ハ）看護職員の数は 1 名以上とする。

    （ニ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

６  機能訓練指導員         １名以上とする。

    （イ）入所者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行

       なう。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

７  栄養士             １名

    （イ）給食管理、入所者の栄養指導にあたる。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

８  調理員             ４名以上とする。

    （イ）入所者の食事の調理にあたる。

（ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

９  事務員             

    （イ）施設会計に関する業務、及び入所者の預り金に関する業務を行なう。

    （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

１０ その他の職員

    （イ）事業所の設置者が必要と認めた場合、上記の他の職員を置くことができる。

（利用定員）

第６条 事業所の入所定員は１８名とし、これを越えて入所させることはできない。

（入退所）

第７条 事業所は、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、か

つ、居宅においてこれを受けることが困難な者に対し、福祉サービスを提供するものと

する。

２ 事業所は、入所申し込み者が入院治療を必要とする場合その他申し込み者に対し自ら

適切な便宜を供与することが困難である場合は、適切な病院若しくは診療所または介護

老人保健施設等を紹介する等の適切な措置を速やかに講じるものとする。
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３ 事業所は、入所者について、その心身の状況、その置かれている環境等に照らし、そ

の者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかを検討する。

４ 前項の検討に当たっては、生活指導員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等の従

事者の間で協議する。

５ 事業所は、その者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、居宅において日

常生活を営むことができると認められる入所者に対し、その者及びその家族の希望その

ものが、退所後に置かれることとなる環境等を勘案し、その者の円滑な退所のために必

要な援助を行なう。

６ 事業所は、入所者の退所に際しては、居宅介護支援業者に対する情報の提供、その他

保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。

（内容及び手続きの説明及び同意）

第８条 事業所の管理者は、施設サービスの提供の開始に際し、あらかじめ入所申し込み

者又はその家族に対し、運営規程の概要、入所契約書及び重要事項説明書を交付して説

明を行い、入所申し込み者の同意を得る。

（内容及び利用料その他の費用の額）

第９条 施設サービスの内容は第２条によるものとし、利用料その他の費用の額は別紙（書

類添付）のものとする。

２ 事業所の管理者は、費用の額（加算事項等）に係るサービスの提供にあたっては、あ

らかじめ入所者又はその家族の家族に対し、当該サービスの内容、告示に基づく負担及び

費用について説明を行ない、入所者の同意を得ることとする。

（施設サービス計画の作成）

第 10 条 事業所の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を

担当させるものとする。

２ 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下「計画担当介護支援

専門員」という。）は、施設サービス計画の作成にあたっては、適切な方法により入所

者について、その有する能力、その置かれている環境などの評価を通じて入所者が現に

抱える問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援

する上で解決すべき課題を把握する。

３ 計画担当介護支援専門員は、入所者及びその家族の希望、入所者について把握された

解決すべき課題に基づき、当該入所者に対する施設サービスの提供に当たる他の従業者

と協議の上、施設サービスの目標及びその達成時期、施設サービスの内容、施設サービ

スを提供する上で留意すべき事項等を記載した施設サービスの原案を作成する。

４ 計画担当介護支援専門員は、施設サービスの原案について、入所者に対して説明を行

ない、同意を得る。








